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平成 30 年 8 月 2 日 

四国運輸局 

平成 30 年 7 月豪雨で被災した四国運輸・観光の復興に向けた取組方針 

 

一. 災害の経緯・被害 

1. 災害概要 

○ 政府は 7 月 24 日に、5 月 20 日から 7 月 10 日までの間の豪雨災害(台風 5-8 号

及び「平成 30 年 7 月豪雨」の一連の災害)を、激甚災害に指定(対象地域は全国)。 

 

(被害状況) 7/22 政府非常災害対策本部資料より抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 四国運輸・観光産業の被災状況 

(7 月 18 日四国運輸局長記者会見資料を、最新時点に修正) 

(1) 公共交通機関の運行状況 <別紙１> 

(2) 運輸・観光事業の被災状況 <別紙 2> 

 

 

二. 四国運輸・観光の復興に向けた取組方針 

1. 初動段階から復旧復興段階への移行  

○ 7 月 17 日に JR 予讃線の一部区間(伊予市～八幡浜間(山回り線))が運転再開し、

交通機関の復旧が本格化。 

○ 四国運輸局も、災害初動体制(運行状況・被害状況把握)を終了し、運輸・観光分野

の復興支援施策の検討へ移行。このため、弊局災害対策本部に下に「復興チーム」を

設置し、当面の取組課題を整理。 

  

人的被害 全国 1 府 14 県 死者 224 人・行方不明 12 人 

      (うち、広島県:死者 112・不明 7、岡山県: 死者 61・不明 3 

愛媛県: 死者 26・不明 2 高知県:死者 3) 
 
住家被害 全国 1 道 2 府 28 県   40,709 戸(全/半壊、床上/下浸水の総計) 

      (うち、岡山県 14,549 戸、広島県 7,666 戸、愛媛県 7,059 戸 

         高知県 920 戸) 
 
避難所   全国 2 府 11 県   避難所数 220 箇所、避難者数 4,439 人 

(うち、岡山県 77 箇所 2,751 人、広島県 77 箇所 1,207 人 

愛媛県 42箇所 402 人、高知県 5箇所 8名) 
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2. 当面の施策 

 ○ 重点的に進める 3施策(太字下線)について、具体的進め方を整理<別紙 3～5> 

 

(1) 被災者の生活再建 
 
 ① 自動車旅客輸送に係る法令の柔軟な運用 
 
  ア) 路線バスの運休・一部休止区間における「生活交通の確保」 

     ・コミュニティバスや乗合タクシー車両の水没によるリース代替車両の利用期間 
    

イ)ボランティア輸送手段の確保 

   ・やむを得ない場合の自家用自動車等による有償運送 

 

② JR 四国の全線再開に向けた支援 

 

➂ 自動車保有者の手続支援  <別紙 3> 

 ア) 自動車の廃棄・登録抹消手続の円滑化  

イ) 自動車検査証等の有効期間の伸長(8 月 20 日まで) 

 

④ 初動対応措置の継続的実施 
 
 ア) 被災地への支援物資輸送  <参考 1> 

   a) トラック協会による支援物資輸送  

   b) 内閣府「緊急物資調達・輸送チーム」の現地調整協力(7/27 終了) 
 
イ) 宿泊施設の被災者受入 

   ・ 日本旅館協会四国支部連合会会員等の一部宿泊施設において、自主的に被災者へのシ

ャワー無料提供等を実施。 
 

ウ) 海技試験の救済措置 

・  7 月 9日-10 日に高松で実施の海技試験に、やむを得ず来られない受験者の希望者に

対し、受験申請書類を 10 月又は来年 2月の受験申請への使用を認めた。  
 
  <参考>  

エ) 旅客船による住民やボランティアの輸送協力(実施済) 

・ 陸路(道路・鉄道)が寸断した広島～呉間の代替輸送として、松山～呉～広島間のフェ 

リー・高速船運航事業者(石崎汽船、瀬戸内海汽船)は、7月 7日より臨時便を運航中。 

   ・フェリー事業者 3社(宇和島運輸、四国開発フェリー、九四オレンジフェリー)は、愛媛 

県被災地へのボランティア参加者を対象に、7月中の運賃半額割引を実施した。 

 

 

(2) 運輸・観光事業の継続・再建と、地域経済・産業の復興への支援 

⑤ 中小企業の災害復旧支援策に関する四国経済産業局との連携 <別紙 4> 

⑥ 観光復興に向けた支援  <別紙 5> 

  ⑦ タクシー事業に関する「法令上の柔軟な対応」 



四 国 運 輸 局<別紙1> 公共交通機関の運行状況

児島

今治

とさでん交通（株） 阿佐海岸鉄道（株）

土佐くろしお鉄道（株）

予讃線

本四備讃線

予土線

内子線

徳島線

高徳線

土讃線

牟岐線

中村線

宿毛線

阿佐東線

阿佐線

鳴門線
高松琴平電気鉄道（株）

伊予鉄道（株）

土佐くろしお鉄道（株）

道後温泉

横河原

松山

高浜

郡中港

向井原

内子新谷

伊予大洲八幡浜

北宇和島

宇和島

宿毛

中村

若井
窪川

須崎

奈半利

安芸
海部

牟岐

阿南

桟橋通五丁目

伊野
後免

土佐山田

大歩危

阿波池田

佃 穴吹 鴨島

高知

新居浜
伊予三島

観音寺

多度津

琴平

長尾

佐古

徳島

池谷

高松

琴電志度
坂出

宇多津

甲浦

鳴門

志度

後免町

琴電

琴平

松山市

●JR予讃線 観音寺～多度津間(香川県)
バス代替輸送中

●JR予土線 全線運転見合せ
バス代替輸送中

●JR予讃線 伊予市～伊予大洲間(愛媛県)
バス代替輸送中

伊予市

西予市

本山

●被災地路線バス運休
(西予市)

山城
(徳島県三好市)

●被災地路線バス一部運休
(徳島県三好市山城)

徳島自動車道

高松
自動車道

高知自動車道

松山自動車道

西瀬戸自動車道

今治

伊予横田

●JR貨物 運休区間(予讃線宇多津～伊予横田間)

伊予市

（海回り）バス代替 7月20日～

伊予大洲

八幡浜

バス代替 7月17日～

宇和島

バス代替 7月20日～

バス代替（普通）
7月9日～

バス代替（特急）
7月11日～

【参考】平成30年7月３０日JR四国（株）公表
№ 線名 区間 主な施設被害

運転再開時期
の見込み

① 予讃線 本山～観音寺 橋脚傾斜 ８月９日頃

② 予讃線 伊予市～伊予大州（海回り） 斜面崩壊、道床流出、 土砂流入等 ８月１０日頃

③ 予讃線 卯之町～宇和島 斜面崩壊、道床流出 、 土砂流入等 ９月中目処に再開予定

④ 予土線 宇和島～窪川 斜面崩壊、道床流出、 土砂流入等 ８月１０日頃

●JR予讃線 卯之町～宇和島間(愛媛県)
バス代替輸送中

卯之町駅のみ停車



四 国 運 輸 局<別紙2> 四国の運輸・観光事業の被災状況

被災状況 現状（8/1日現在）

ＪＲ四国

○橋梁・線路等施設の被災箇所 計134箇所被災
・本四備讃線 1箇所
・予讃線 88箇所
・予土線 22箇所
・土讃線 16箇所
・牟岐線 7箇所
〇9線区全ての特急列車及び、高松・岡山間快速マリンライナーを運休
普通列車も9線区全てで一部区間が運休

○愛媛県区間の線路浸水・土砂流入、財田川橋梁橋脚傾斜 (予讃線・香川県区
間)など、未復旧合計49箇所
・本四備讃線 7/11復旧済
・予讃線 未復旧47箇所
・予土線 未復旧 2箇所
・土讃線 7/ 9復旧済
・牟岐線 7/ 8復旧済
○ＪＲ四国の運行状況及びバス代替状況は１ページのとおり

民鉄５社
・ことでん 3箇所
・伊予鉄道 2箇所
土佐くろしお鉄道、阿佐海岸鉄道は全線で運休

９日始発より通常運行

ＪＲ貨物 ○一部区間運休(宇多津～伊予横田)

バス

施設
事務所浸水：大洲市（２）宇和島市（１)八幡浜市（２)須崎（１）
車両浸水：八幡浜（10）須崎（１）

２事務所未復旧
１事務所未復旧
１事務所復旧､未復旧１、事務所１、車両10両
１事務所未復旧

高速
四国内外路線11社25路線全線運休
四国内路線6社6路線全線運休

山陽道全線開通により７月15日から通常運行
高知道対面通行で再開により７月14日から通常運行

路線

被災地運行主要路線
徳島県１社２路線
香川県１社３路線
愛媛県２社19路線
高知県２社２路線

１路線復旧､一部運休１（池田バスターミナル～中ノ瀬間のみ運行）
３路線復旧
18路線復旧､運休１（野村～上辰の口）
２路線復旧

タクシー

松山市１事務所（車庫浸水）
大洲市４事務所（事務所等浸水３、車両浸水12両）
西予市２事務所（事務所浸水１、車庫浸水２）
宇和島市１事務所（事務所浸水１）
北宇和郡松野町１事務所（車庫浸水１）
幡多郡大月町１事務所（事務所浸水１、車庫浸水１）

１事務所復旧
２事務所復旧､未復旧２、事務所１、車両12両
２事務所復旧
１事務所復旧
１事務所復旧
１事務所未復旧、事務所１

レンタカー 愛媛県大洲市３事務所（事務所浸水２、車両浸水２５両） ３事務所未復旧、事務所１、車両２５両

トラック

今治市１社（車両水没５両）
松山市５社（事務所浸水２、車両水没14両）
大洲市11社（事務所浸水９、車両水没84両）
西予市２社（土砂崩れによる事務所崩壊等）
宇和島市２社（事務所浸水1、車両水没6両）
宿毛市２社（建物浸水及び土砂による車両破損）
安芸市１社（建物浸水）
幡多郡１社（冠水道路に車両がつっこみ車両破損）

全社営業再開（車両被害のあった事業者については、被害に遭わなかった車両
にて運送を実施）

自動車整備

大洲市44工場
その他18工場
計62工場（床上浸水等）
ただし、一部の工場については、通信遮断等により被害状況が不明であるが周辺の被害状況から被災工場として計上してい

る。

30工場復旧
大洲市19
その他11

観光関係

【宿泊施設】
①愛媛県大洲市のホテル・旅館５軒において床上・床下浸水が発生（休業）
②愛媛県西予市の旅館1軒において床下浸水が発生（休業）
③徳島県三好市の旅館１軒において川氾濫による露天風呂使用不能により休業

【観光施設】
①香川県：丸亀市、さぬき市の２施設において被災
②愛媛県：今治市、上島町、松山市、大洲市、西予市、松野町、宇和島市、愛南町の２３施設において休止（一部営業）
③高知県：香南市、南国市、高知市、日高村、越知町、四万十市、大月町の１２施設において被災（雨漏り等含む）

【宿泊施設】
①7/14営業再開１軒、7/16営業再開1軒、7/23営業再開1軒、休業中2軒
②休業中
③7/14より再開

【観光施設】
①休業中１施設
②休業中９施設、一部営業３施設
③7/14までに全ての施設において営業再開



<参考1> 被災地への支援物資輸送
1. トラック協会による支援物資輸送
○ 自治体からの要請により、 7/7-30日時点で、

全３９回トラック４６台分の支援物資(毛布・水・食料等)を被災地へ輸送。

2. 内閣府「緊急物資調達・輸送」チームの現地調整協力
○ 被災3県(岡山、広島、愛媛)の避難所向け「プッシュ型物資支援」実施の
ため、内閣府を中心に関係府省本省によるチームを設置(7/10)。

○ 物資調達や輸送調整を行う「現地連絡調整室」を3県庁内に設置。
○ 四国運輸局は、愛媛県調整室に職員を派遣(7/11～7/27)。

地域物資拠点(被災3市)

ＪＡえひめ中央会伊予選果場

広域物資拠点(物資集約)

避難所

<例>宇和島市救援物資集配センター

輸送日 要請元 要請先 輸送品目 輸送先 台数

7月7日 愛媛県 愛媛県トラック協会 毛布 大洲市 4t車1台
7月8日 徳島市 徳島県トラック協会 水、食料、毛布 倉敷市 15t車1台
7月9日 愛媛県 愛媛県トラック協会 水 宇和島市 2t車1台

7月10日 愛媛県 愛媛県トラック協会 水、食料、スポットクーラー 大洲市、西予市、宇和島市
6t車1台、4t車4台、
3t車1台、2t車2台

7月11日 愛媛県 愛媛県トラック協会 食料、衛生用品等 大洲市、西予市、宇和島市
6トン車1台、4トン
車3台

7月12日 愛媛県 愛媛県トラック協会 水、食料、米、衛生用品等 大洲市、西予市、宇和島市
10t車3台、6トン車
1台、4トン車1台

7月13日 愛媛県 愛媛県トラック協会
飲料水、食料、衛生用品、
段ボールベッド等

大洲市、西予市、宇和島市、倉敷市
10t車5台、6トン車
1台、4トン車1台

7月13日 徳島県 徳島県トラック協会 水、給水タンク、スコップ等
広島県世羅郡世羅町、尾道市高須町、大

洲市
4トン車2台、2トン
車1台

7月14日 愛媛県 愛媛県トラック協会
飲料水、食料、段ボール

ベッド等
大洲市、西予市、今治市

10t車1台、4トン車
1台、2トン車2台

7月15日 徳島県 徳島県トラック協会 飲料水、食料等 広島県安芸郡坂町 4トン車２台

7月17日 愛媛県 愛媛県トラック協会 テント 宇和島市 6.5トン車1台

7月18日 愛媛県 愛媛県トラック協会 飲料水、食料等 大洲市、西予市、宇和島市
6トン車、4トン車
各1台

7月18日 徳島県 徳島県トラック協会 飲料水、食料等 広島県安芸郡坂町
6トン車、4トン車
各1台

7月20日 愛媛県 愛媛県トラック協会 飲料水、食料等 大洲市、西予市、宇和島市
10トン車、4トン車
各1台

7月26日 愛媛県 愛媛県トラック協会 飲料水、食料等 西予市 6トン車1台

7月30日 愛媛県 愛媛県トラック協会 飲料水、食料等 西予市、宇和島市、八幡浜市
6トン車、4トン車
各1台





 

 

 別紙３  

平成 30 年８月２日 

四国運輸局自動車技術安全部 

 

自動車の廃棄・抹消登録手続きの円滑化について 

～大洲市役所において相談窓口を開設します～ 

 

 

 四国運輸局においては、「平成 30 年７月豪雨」災害により自動車の浸水・冠

水などの被害に遭われた方に対し、自動車の諸手続の相談に対応するため、

以下とおり「被災住民向け廃車相談窓口」を開設します。 

 

 なお、その他の場所や日程での開設についても、各被災自治体等からのご要

望に応じ検討していく予定です。 

 

 

○ 開設場所・日程 

 平成３０年９月２０日（木）（時間は未定） 

 大洲市役所内 

 

○ 対応する相談内容 

 被災自動車の諸手続き（廃車等自動車の登録に関すること、自動車重

量税の還付に関すること 等） 

 

○ 相談対応者 

 四国運輸局（愛媛運輸支局含む）、軽自動車検査協会、行政書士会等の

職員４～５名程度 

 

○ その他 

 上記の内容については、詳細が確定した後、改めて広報予定。 

 上記のほか、愛媛運輸支局においては、通常開庁日（月～金）に登録

関係相談窓口を開設中。 

【電話によるご相談】 8:30～17:00（電話 050-5540-2076） 

【申請窓口でのご相談】8:45～11:45／13:00～16:00 
 

 

【問い合わせ先】 四国運輸局 自動車技術安全部 管理業務調整官 

（電話）０８７－８０２－６７８２ 



 

 

 

同時発表  国土交通省、愛媛運輸支局 

平成３０年８月１日 

 

自動車検査証等の有効期間の伸長について 
～平成３０年７月豪雨の被害を受けて～ 

 

平成３０年７月豪雨の被害に伴い、 

（1） 愛媛県の一部地域＊１に使用の本拠を有する自動車の自動車検査証の有効期間 

（2） 同地域に事業場を置く指定自動車整備事業者が交付した保安基準適合証等＊２の有効

期間 

を伸長しているところですが、同地域においては未だ継続検査の受検が困難であるため、

これらの有効期間を再伸長することとしましたので、お知らせします。 

 

＊１ 大洲市、西予市野村町、宇和島市吉田町 

＊２ 保安基準適合証等とは、継続検査時等に現車提示を省略する等のために指定自動車

整備事業者が発行する保安基準適合証及び保安基準適合標章。 

 

１． 愛媛県の一部地域＊１に使用の本拠の位置を有する車両は、道路運送車両法第６１条の

２の規定を適用し、自動車検査証の有効期間が平成３０年７月７日から同年８月１９日

までのものについて、同年８月２０日まで再伸長することとし、本日公示しました。 

なお、当該公示により有効期間伸長の適用を受けた自動車の自動車損害賠償責任保険

（共済）の契約期間については、伸長された期間内の継続検査を申請する時までに契約す

ればよいこととなります。 

 

２． 愛媛県の一部地域＊１に事業場を置く指定自動車整備事業者が交付した保安基準適合証

等は、特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律第

３条の規定に基づき、保安基準適合証等の有効期間が平成３０年７月７日から同年８月

５日までのものについて、同年８月２０日まで再伸長することとし、本日公示しまし

た。 

 

【問い合わせ先】四国運輸局 自動車技術安全部 

（1） 自動車検査証に関すること 

技術課   （担当）近藤、遠藤 （電話）０８７－８０２－６７８５ 

（2） 保安基準適合証等に関すること 

整備・保安課（担当）松田、植田 （電話）０８７－８０２－６７８３ 

 

国土交通省 
四国運輸局 



＜別紙４＞

①小規模事業者持続化補助金 （調査方法）全国商工会連合会及び日本商工会議所ＨＰより抜粋

　　　　　　　業種別に分類されていないため、事業者及び補助事業名を基に運輸局において業種を推測し分類

【 申 請 の 概 要 】

【参考添付資料】

※分野別採択数 【全国商工会連合会】 タクシー ８件

トラック １５件（自動車整備と重複７件）

自動車整備 ６９件（トラックと重複７件）

観光 １３件

【日本商工会議所】 自動車整備 ４件

②中小企業等グループ補助金 （調査方法）熊本県ＨＰより抜粋

　　　　　　　業種別に分類されていないため、事業者及び補助事業名を基に運輸局において業種を推測し分類

【 申 請 の 概 要 】

【参考添付資料】

※５類型
（１）サプライチェーン型  当該中小企業等グループ外の企業や他地域の産業にとって重要な役割を果たしていること
（２）経済・雇用効果型  事業規模や雇用規模が大きく、県内の経済・雇用への貢献度が高いこと

 （３）基幹産業型  一定の地域内において、経済・社会的に基幹となる産業群を担う集団で当該地域の復興・雇用維持に不可欠であること
 （４）観光サービス集積型  温泉や旅館など観光またはこれに付随する産業分野であって、観光地や地域経済に重要な役割を果たしていること

（５）商店街型 地域住民の交流促進に寄与し、地域における中心的な商業機能を果たす可能性が高いこと

平成２８年熊本地震の影響で、顧客や販路の喪失という状況に直面した九州地方の小規模事業者が、商工会・商工会議所の助言等を受けて経営計画
を作成し、その計画に沿って販路開拓等に取り組む費用の一部を補助

複数の中小企業者等から構成される集団で、別に定める５類型のいずれかの機能を有するグループが復興事業計画を作成し、地域経済・雇用に重要
な役割を果たすものとして県から認定を受けた場合に、施設・設備の復旧・整備に対して国と県が一部を補助

熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業（グループ補助金）　交付決定事業者一覧

平成28年度　熊本地震復旧等予備費予算　被災地域販路開拓支援事業　小規模事業者持続化補助金　採択者一覧

中小企業の災害復旧支援策に関する四国経済産業局との連携

※熊本地震における補助金の採択例



平 成 ３ ０年 ８月 ２日
四 国 運 輸 局

県名 事業者名（屋号） 補助事業名 モード
全国商工会連合会 熊本県 株式会社　壱翔 福祉介護車輌の導入で、要介護認定者の囲い込み事業 タクシー

熊本県 ＯＫ駐車場 ウェルキャブ（福祉車両）車の導入による顧客獲得事業 タクシー
熊本県 万年青合同会社 喜びを与えられる福祉タクシー新規進出による販路開拓事業 タクシー
熊本県 株式会社菊陽タクシー タクシー車載用クレジットカード決済端末機導入を通した顧客獲得 タクシー
熊本県 株式会社おしろタクシー タクシー車載用クレジットカード決済端末機導入を通した顧客獲得 タクシー
熊本県 株式会社　大阿蘇大津タクシー 配車システム導入による駆けつけ時間の短縮で売上高増加 タクシー
熊本県 合資会社　大阿蘇タクシー 介護特殊車輛導入事業それに伴う広告の作成事業 タクシー
熊本県 有限会社　西原タクシー 福祉券利用のお客様の奪回とお待たせしないタクシー会社への転換 タクシー
熊本県 スマイル・プロ ＩＯＴ分野へ新規参入で新規顧客獲得の販路開拓事業 トラック
熊本県 中九州ロジスティクス株式会社 商品預かり倉庫業の立上と物品仮置きによる輸送事業の効率化 トラック
熊本県 世紀建設株式会社 小型建設機械運搬車の購入による民間顧客獲得と緊急対応 トラック
熊本県 西村石油店 タンクローリー導入による地域密着型店舗へ向けた販路拡大 トラック
熊本県 有限会社リュウシン クレーン付大型運搬車導入による売上増加と震災復興 トラック
熊本県 有限会社　渡邉産業 クレーン・ラジコン付2ｔ車導入による業務効率化・対応領域拡大 トラック
熊本県 有限会社ハーツライジング アメ車・二輪車レンタカー事業を起点とした市場創出事業 トラック
熊本県 有限会社　ファミリーオート熊本 「リース車１日５００円」の展示場設置による顧客獲得事業 トラック
熊本県 田嶋モータース 走行不能車等のレッカーサービス事業 トラック・整備
熊本県 竹本自動車工業所 ロードサービス参入等で、新規顧客の開拓と車両積載車の導入事業 トラック・整備
熊本県 濱口自動車整備工場 営業エリア拡大と自社ＰＲを実践し、売上増を実現する積載車導入 トラック・整備
熊本県 有限会社　藤澤自動車整備工場 レンタカー事業と車輌販売による販路開拓事業 トラック・整備
熊本県 有限会社　山中自動車工業 事故車・故障車レッカーサービス事業参入事業 トラック・整備
熊本県 エスオート 積載車購入による新規事業の立ち上げと顧客満足度のアップ トラック・整備
熊本県 小山鈑金塗装 24時間対応の安心レッカーサービス開始による販路拡大事業 トラック・整備
熊本県 有限会社　飯塚モータース 信頼性安心感が得られる店舗づくり事業 整備
熊本県 ガレージカオス 輸入大型二輪全般の修理、車検への方向転換による販路開拓 整備
熊本県 有限会社ガレージ・イン 店舗改装と整備能力増強による熊本市及び隣接自治体の販路開拓 整備
熊本県 白浜自動車山口自動車 チャンスロス克服で、地域ニーズを徹底追及する工場改修売上拡大 整備
熊本県 有限会社　下田オートドッグ 働く宣伝カー！自動車整備工場が行うバイク、自転車の出張修理 整備
熊本県 有限会社　河内自動車 快適なお車選びで顧客拡大を実現する全天候型展示スペース改修 整備
熊本県 株式会社　ユーネオ熊本 被災建物を利用した車体修理部門増設でアフターマーケットの拡大 整備
熊本県 小田自動車 現在の車の事故車に対応する提供サービスのスピード化 整備
熊本県 有限会社アジフ自動車 お客様満足度アップを重視した新規顧客開拓 整備
熊本県 株式会社スプレッド 車両改装等における提供商品の多様化と広告内容の充実 整備
熊本県 有限会社サインポスト 「車内施行型フィルム施行」による顧客獲得事業 整備
熊本県 カーショップミフネ 大型車対応設備の導入によるサービスの向上と顧客拡大 整備
熊本県 ボデーショップ芹川 機械導入により作業効率を上げ顧客増員と販路開拓につなげる。 整備
熊本県 林田自動車工業 マイピットシステムの充実 整備

平成28年度　熊本地震復旧等予備費予算　被災地域販路開拓支援事業　小規模事業者持続化補助金　採択者一覧
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熊本県 畠中自動車整備工場 移動修理事業による販路拡大 整備
熊本県 古閑自動車整備工場 洗車による村内住民繋がり創出事業 整備
熊本県 ㈱CarShop　Shinonome 「ハイスピード氷川車検」のPRによる新規顧客獲得事業 整備
熊本県 有限会社熊宮自動車 中古車セミオーダーシステム開発による事業債権プロジェクト 整備
熊本県 有限会社　オートサービス西島 「人」と「環境」に優しい整備工場づくりによる販路開拓事業 整備
熊本県 有限会社　北野モータース イメージアップで付加価値向上！新規顧客獲得のための店舗改装 整備
熊本県 株式会社 ジークラフト 自動車よろずや相談事務所に向けた環境整備 整備
熊本県 マキノセ自動車マックスハート ロープライスエコカー販売アフターサポート事業 整備
熊本県 オートスタジオリズ 高張力鋼対応「次世代自動車修理サービス」の展開 整備
熊本県 LPmonza（エルピーモンツァ） 高性能エンジン用整備環境の導入と新規顧客獲得の為のPR活動 整備
熊本県 株式会社マツオHDC 安全で安心の提供で100年企業へチャレンジ！先ずは車検革新！ 整備
熊本県 久保田自動車 大型車等対応新サービスの施設改善計画 整備
熊本県 上野自動車 新規個人客獲得を目指した明るく相談しやすい車検整備工場化計画 整備
熊本県 合資会社松本輸業 新規リフト導入を軸に据えた販路拡大 整備
大分県 ボディーショップタナカ 車輌展示場及び駐車場整備による高齢者集客拡大事業 整備
熊本県 ガレージシフト 独自製造のエアロパーツ及び開発製造車両部品の販売促進事業 整備
熊本県 牧島自動車整備工場 故障診断サービス参入による若年層及び中年層の新規顧客獲得事業 整備
熊本県 福島自動車 「被災者応援！高く買取サービス」の販売促進事業 整備
熊本県 有限会社　豊成自動車工業 益城町住民応援｢愛車無料電話相談ドライブスルー見積もり」事業 整備
熊本県 石田鈑金 認証取得による新たな部門強化での販路拡大 整備
熊本県 有限会社　オートアルファ レッカー要請から墓石起こしまで！街の頼れる自動車店 整備
熊本県 松本自動車 来店増加と顧客満足向上の為の商談スペース改装・宣伝広告事業！ 整備
熊本県 有限会社　松本自動車整備工場 予約なし随時受付！安心・安全・時短・低コスト展開事業 整備
熊本県 有限会社ボディーショップタナカ 顧客サービス向上のため店舗工場改装し地震被害復興・売上増 整備
熊本県 株式会社クラオカオートサービスAMUSE 団塊世代と女性ライダー獲得に向けた信頼のピット作り 整備
熊本県 貴田自動車整備工場 大型車両整備への進出のためのリフトとホイールバランサーの導入 整備
熊本県 有限会社サンマルク 「無料洗車、無料点検の復興応援サービス」による環境整備事業 整備
熊本県 アバンテージュ 通勤に特化した街乗り車の販売で売上回復し、新顧客獲得を目指す 整備
熊本県 高見自動車整備工場 カーメンテナンス設備の充実で新規顧客を獲得する事業 整備
熊本県 坂口自動車整備工場 事務所改修工事に伴う、商談スペース確保・販促事業 整備
熊本県 ＣＡＲＡ　ａ　ＣＡＲＡ 顧客満足度を上げ顧客に友人知人を紹介してもらう新規客獲得計画 整備
熊本県 有限会社　熊飽車体 最新機導入・店内リフォームによる「町のくるま屋さん」復活事業 整備
熊本県 株式会社パインプレイン 欧州ビンテージカーコンセプトを付加した熊本地震からの復旧事業 整備
熊本県 GROOVE　LINE 整備・板金・塗装の内製化による顧客対応強化実現、利益拡大事業 整備
熊本県 渡辺モータース タイヤチェンジャー導入による自社整備完了事業所化 整備
熊本県 ムラカミオート 店舗改装による売上拡大戦略 整備
熊本県 ナカガワモータース 安全安心サービス満点自動車整備で地域貢献して顧客獲得事業 整備
熊本県 有限会社　川上ボデー 最新スポット溶接機導入＆技術力のＰＲによる販路拡大事業 整備
熊本県 クラブスポーツ ＨＰ開設と展示コーナー設置等による中古輸入二輪車の販売強化 整備
熊本県 有限会社ドリームオートガレージ お役様に優しく快適な店舗リニューアルによる販路開拓 整備
熊本県 株式会社 城南オートBODYONE 「自動車の救急車！トラブル対応サービス」による販路拡大事業 整備
熊本県 ガレージ　トップセンス 設備導入による安定的かつ効率的な供給と幅広い周知広報活動 整備
熊本県 株式会社　ナカノ 地域密着型保険代理店への新店舗の相談機能強化、新規拡大強化 整備
熊本県 江口自動車 高齢者世帯の来店客がまた来たい！居心地の良い店づくり 整備

2



熊本県 カーファクトリークリムゾン 一貫性のある事業の強化と売上拡大 整備
熊本県 有限会社　カートップ熊本 新たな顧客確保に向けた営業強化大作戦！ 整備
熊本県 有限会社　家入自動車整備工場 大型中型トラック整備車検による売上向上計画 整備
大分県 有限会社　カーライフあそう 最新鋭自己診断機導入のよる新規顧客の獲得事業 整備
熊本県 株式会社　藤江旅館 自家源泉の活用見直しによる宿の魅力・稼働アップ事業 観光
熊本県 株式会社　望月旅館 「癒しとくつろぎエステプラン」の新設による女性客の集客向上 観光
熊本県 株式会社旅館せと平 トイレ、シャワーリフォーム、ビジネスホン更新による販路開拓 観光
熊本県 有限会社　旅館伊賀屋 自社をメディア化し、価値訴求による集客 観光
大分県 湯布院カントリーロードユースホステル パンフレットの作成及び送付による新たな販路と新規顧客の開拓 観光
大分県 株式会社宝泉寺観光ホテル湯本屋 インバウンドを掘り起こす新興国向けの情報発信事業 観光
大分県 合資会社宝珠ハイツホテル インバウンド客獲得のための広報宣伝 観光
大分県 御料理民宿　三休 地域初となる海鮮メニューを取り入れた飲食営業の展開 観光
宮崎県 旅館　奥日向 ニーズの高いジビエ新メニューの提供による顧客獲得事業 観光
鹿児島県 株式会社妙見石原荘 インバウンド、国内高齢層への付加価値創出事業 観光
鹿児島県 竹屋旅館 温泉愛好家の身も心も快適にする設備サービスの提供 観光
鹿児島県 有限会社清姫温泉 外国人をはじめとする宿泊者が快適に宿泊できる衛生環境の整備 観光
鹿児島県 株式会社いせえび荘 インバウンド（訪日外国人）の集客強化及びリスク分散 観光

日本商工会議所 熊本県 有限会社　中村モータース スクーターを中心に販売、修理の事業地域に無くては困る店 整備
熊本県 株式会社Ｒｅｐａｉｒ　Ｆａｃｔｏｒｙ　ＺＥＲＯ 診断機械導入による整備技術力の強化と新技術への対応 整備
熊本県 ＣａｒＰｏｌｉｓｈ　匠 自動車搬送の為のレッカー車導入による販路拡大事業 整備
熊本県 有限会社ウイングナカヤマ 再生オリジナルカスタム中古車「マチカブ」の更なる販路拡大事業 整備
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平成３０年８月２日
四 国 運 輸 局

類型１：サプライチェーン型
グループ名 交付決定事業者名 所在地（本社）

熊本東部・大津地区自動車（四輪車・二輪車）関連復興グループ （株）ホンダ販売熊本　ほか５者 熊本県
熊本運輸支局検査登録協力グループ （一財）九州陸運協会 福岡県

類型２：経済・雇用効果型
グループ名 交付決定事業者名 所在地（本社）

熊本流通団地物流復興支援グループ 有限会社コデラ 熊本県
熊本県トヨタグループ 熊本トヨペット（株）　ほか７者 熊本県
くまもと自動車ディーラー地域復興支援グループ 熊本三菱自動車販売（株）　ほか１者 熊本県

類型３：基幹産業集積型
グループ名 交付決定事業者名 所在地（本社）

熊本都市圏公共交通グループ 九州産交バス株式会社　ほか１者 熊本県
立上ろう熊本のタクシー復興隊 一般社団法人熊本県タクシー協会　ほか７者 熊本県
未来を見つめるタクシー復興グループ 熊本県タクシー事業協同組合　ほか２者 熊本県
熊本地震復興トラックグループ 公益社団法人熊本県トラック協会　ほか８者 熊本県
熊本トラックターミナル復興グループ 株式会社トーホク　ほか２者 熊本県　ほか
大津町企業連絡協議会グループ 一宮運輸株式会社　ほか３者 愛媛県　ほか
熊本県倉庫協会物流再生グループ 石部運輸倉庫株式会社 滋賀県
県民生活の足、復旧・復興の自動車を守るグループ （株）清田自動車　ほか８者 熊本県
熊本県自動車整備ネットワークグループ 松田自動車整備工場　ほか５４者 熊本県
益城町商工会　未来創成グループ 吉田自動車　ほか６者 熊本県
熊本南部地域自動車関連復興グループ （有）ケイツーガレージ 熊本県

類型４：観光サービス集積型
グループ名 交付決定事業者名 所在地（本社）

阿蘇・内牧温泉郷を復興させる会 合資会社山王閣　ほか１６者 熊本県　
宇土半島・上天草観光地域復興元気隊 株式会社旅館せと平 熊本県
がまだす杖立温泉おもてなし隊 株式会社南喊売　ほか４者 熊本県
がんばるけん!!R57阿Ｒ５７ ぺンション口ワ　ほか３者 熊本県
来なっせ熊本 合資会社八王寺荘 熊本県
熊本観光復興どぎゃんかなるよグループ 株式会社グリーンホテル・ズコーポレーション 熊本県
熊本県ホテル協会グループ 有限会社クレナイビル　ほか６者 熊本県
熊本市観光振興ホテル・旅館グループ 株式会社英商事　ほか１者 熊本県
県北観光振興グループ 株式会社荒木観光ホテル別館　ほか３者 熊本県

熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業（グループ補助金）交付決定事業者一覧
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水前寺成園観光関連復興グループ 有限会社松屋本館 熊本県
玉名温泉観光旅館協同組合・玉名市、和水町観光振興連合会 有限会社竹水苑 熊本県
玉名ビジネスホテル鈴鹿と取引業者復興グループ 美鈴不動産有限会社 熊本県
東横イン熊本新八代復興グループ 株式会社ホテル熊本　ほか１者 福岡県　ほか
ハ代旅館組合復興グループ 朝日旅館　ほか１者 熊本県　ほか
人吉温泉女将の会「さくらの会」によるおもてなし観光推進グループ 有限会社碧清 熊本県
南小国の観光と黒川温泉のスクラム 黒川温泉観光旅館協同組合　ほか５者 熊本県
八代旅館組合復興グループ 有限会社やつしろホテル　ほか３者 熊本県
山鹿温泉の観光を宿泊関連から復興するグループ 山鹿ニューグランドホテル株式会社　ほか３者 熊本県
湯の里日奈久振興グループ 日奈久温泉旅館協同組合　ほか６者 熊本県
ルートイン復興グループ ルートインジャパン株式会社　ほか１者 東京都
わいた温宗振興会 株式会社豊礼　ほか４者 熊本県
阿蘇・内牧温泉郷を復興させる会 株式会社阿蘇ホテル　ほか８者 熊本県
阿蘇山上 ・ 章千里観光推進復興グルーブ 有限会社二ユ一草千里 熊本県
玉名温泉観光旅館協同組合・玉名市、 和水町観光振興連合会 株式会社ホテルしらさぎ　ほか１者 熊本県
熊本県ホテル協会グループ 有眼会社五番館 熊本県
熊本市観光復興ホテル ・ 旅館グループ 城南観光株式会社　ほか２者 熊本県
山鹿温泉の観光を宿泊関連から復興するグルーブ 有限会社富士ホテル　ほか６者 熊本県
場の里日奈久振興グルーブ 合同会社ひらやホテル 熊本県
新生・南阿蘇村の観光サーピスを興す会~ただの復旧 だけの村じゃ一なかよ~ 株式会社日の出観光　ほか４１者 熊本県
人吉温泉女相音の会 「さ<ら会」 によるおもてなし観光推進グルーブ 有限会社丸恵本館　ほか４者 熊本県
湯の里日奈久振興グループ 鏡屋旅館　ほか６者 熊本県
南小国の観光と黒川温象のスクラム   有限会社山河旅館　ほか４者 熊本県

類型５：商店街型
グループ名 交付決定事業者名 所在地（本社）

－ － －
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平成 30 年８月 

四国運輸局観光部 

 

四国観光復興キャンペーン（仮）企画案 

 

一. 目的・理念 

「旅で四国を元気に」をテーマに、被災地、さらには四国全体の観光分野における

早期復興を図る。 

 

二. 段階的推進 

(1) 8 月上旬から、事務局は、下記 1.の先行施策。同時に、自治体や民間が参加する

各種会議で本企画案を説明。 

愛媛県等被災地の現場意見を聴取し、主要交通・観光企業へ事前に協力要請。 

(2) 「本格的な観光復興」への転換時期を、JR 予讃線再開線区の進展(8/9-10)と、お 

盆期間に集中する帰省等への輸送力制約を踏まえ、お盆明けに設定。 

(3)  8 月下旬に「四国観光復興会議」（仮称）を開催。ツアー造成等を推進。 

 

三. 施策プログラム 

1. 先行施策(事務局が実施) 

 (1)正確な情報発信 

  ①消費者向け(BtoC)：四ツ創の WEB 特設ページを定期更新し、観光施設の再開状

況や見どころ等の具体的情報を追加。 

  ②観光事業者向け(BtoB)：四ツ創が実施する四国観光説明会(東京・大阪等)を 

活用 

 (2)公的プロモーション事業の活用 

   8-9 月実施予定事業の各実施主体及び受託者に対し、協力を要請。 

  ①国費支援事業（VJ、DMO）: 海外旅行社等招請の行程中で、四国全体の状況の説 

明機会を設定。 

  ②四ツ創単独事業 

    ※瀬戸内観光推進機構にも、同様の連携実施を提案する。 

 

2. 復興キャンペーンの本格展開 

(3)交通・観光企業による自主的取組(ツアー、イベント造成) 

 (4)統一ロゴ・キャッチフレーズ(ツアーやイベントの一体感) 

 (5)瀬戸内観光推進機構、四国各県、観光庁・JNTO の施策との連携 

  

別紙５ 



  

 

四. 推進体制 

官民連携による「四国観光復興会議」（仮称）を開催し、「2. 復興キャンペーンの本

格展開」を推進。 

(1)体制 

 ○事務局：運輸局、四ツ創  ※瀬戸内観光推進機構(オブザーバー) 

 ○構成員：４県、JR、航空 2社、主要旅行会社 

(2)スケジュール 

  8 月下旬に第 1回会議を開催。その後、状況に応じて適宜開催。 

 

 

 

 



【四国運輸局中小企業復興支援相談窓口】

〇観光部（旅館・観光施設に関すること）

ＴＥＬ　０８７－８０２－６７３５ ＦＡＸ　０８７－８０２－６７３２

〇自動車交通部（バス・タクシー・トラック・レンタカーに関すること）

ＴＥＬ　０８７－８０２－６７７１ ＦＡＸ　０８７－８０２－６７７５

〇自動車技術安全部（自動車整備工場に関すること）

ＴＥＬ　０８７－８０２－６７８３ ＦＡＸ　０８７－８０２－６７８７

〇総務部（上記以外に関すること）

ＴＥＬ　０８７－８０２－６７１５ ＦＡＸ　０８７－８１１－９０９９

　今回の豪雨災害で被災された観光・運輸・交通等各分野の事業者において、中小企業庁の「中
小企業者向け支援策」の活用や、その他、事業の復旧・復興に関する相談に対応するため、四国
運輸局では以下に相談窓口を設置いたしましたので、ご活用願います。

四国運輸局中小企業復興支援相談窓口の設置について


